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たる地域格差が存在 していることである。第1表 によると,平成3年 度から平
成7年 度における一.人当た り保険料(税 〉(一般+老 健)の 最低地域と最高地






最 低 最 高
平成3年 度 与 那 国 町(沖縄県)14,332円 羅 臼 町(北 海道)96、970円
4 中 標 津 町(北 海道)3,964円 羅 臼 町(北 海道)100.199円
5 竹 原 市(広 島県)7.973円 羅 臼 町(北 海道lIQ6.478円
6 十 島 村(鹿 児島県)13,933円佐那河内村(徳 島県)194,942円
7 .卜 島 村(鹿 児 島県)14,809円 宇 ノ 気 町(石 川 県)ユ02.659円
出典:資 料[3]よ り作 成
年度および平成7年 度〉 もの地域格差が認められる。
この論文では,まず,複 雑で分か りに くいとされる現行国保制度を,簡単な
.数式記号で置換表現 して見通 しを良 くし,続いて,現行国保制度の宿命 とも言





現行国保制度は他の医療保険制度と同 じく,一見 しただけでは非常に分か り













































いわゆ る定率50%負担 と言われ るのは,こ のた めであ る。
次 に,財 政調整交付金 の ミクロ額 の算定式 について説明す る。財政調整交付
金 の 目的は,市 町村 間の財政力 の格差 を是正す ることにあ るため,こ の交付 金
はすべての市町村'に対 して交付 され る とい うわけではな く,調 整対 象需 要額')
に対 して,調 整対象収 入額2,が不足す る市町村 に交付 され る。つ ま り,.調整交
付 金制度 とは赤字 の見込 まれ る市町村 に対 して,(2)式 で求めた調整 交付金 の
マ クロ総額.を一定の基準 に したが って配分す る仕組みなのである。
あ る市町村 ゴの調 整基準 額(赤 字:見込み額)を',と す ると,当 該市 町村 に
対す る調整交付金&は 以下の ような基準 に基 づいて支給 され る。
」,g
;=a;一G(4)Ell,
.ただ し,αノは市 町村 ∫の保 険料収納割 合に よる調整率で あ る。 また,交 付 金
配分の.原資 とな る調整交付 金予 算総額 は必ず しも σ に等 し くなる とは限 らな
いが,こ こではそれがCに 等 しい金額であ ると仮定す る。
最後に保 険料 につ いて説 明す る と,.各市町村 国保 において..般被 保険者に課
.せ られ る保 険料(税)は,原 則 と して,以 下の ような算定式.に従 う。
・一箱:・ 　 の・錯 ・・.一(・)
(5)式は,一 般 被保 険者に係 る保険料額が,一 般の医療給付費1の65%と,老
人 医療 費に係 る費用か ら国庫補助分 を控除 した額 との合算で ある こ.とを示 して
いるD
ここで特記すべ きは,す べての市町村 が(5)式に相 当す る保険料 を徴収で き
る とは限 らない とい う点であ る。それはあ くまで名 目上 の ものであ り,実 際は
1).....般被保険者 に係る医療 費および老人保健医療費艇出金の うち一般被 保険者の保険料 で賄 うべ
き額および老人保健施設 に要す る費用 の額 の合算額。
2)理 論上の保険.料収 入で あって,実 際 の.賦課保険料収入 とは関係ない。
3>..般被保 険者 に係 る療養給付 費(一 部負担金 を除 く)に 入院時食事療 養費,特 定燦養 費,療 養








入にばらつ きが生 じる。 したがって,十分な保険料を徴収で きない市町村では,
国保会計が赤字に陥る。それを防 ぐ手だてとして,先 に述べた財政調整交付金
制度や保険基盤安定制度4,等が存在する。 しか しこれらの制度によって もなお
赤字 となる市町村は,一般会計から国保特別会計に資金を繰 り出して補填せざ
るを得ない。
IIIシ ミ ュ レ ー シ ョ ン
本節では,これまでに明らかにしてきた国保制度における種々の算定式を基







含まれず,一 般被保険者に係る医療費のみを考慮す る%そ して,そ の医療費
が主 として,当該国保加入被保険者の年齢構成に依存 しているもの と仮定する。
被保険者の年齢構成を,若 年齢者(0歳 から24歳),中年齢者(25歳から49
歳),高年齢.者(50歳か ら69歳)に三分 し,その年齢階層に属する被保険者の
一人当た り年間医療費を,平成8年版 「保険 と年金の動向」の国民健康保険年
齢階級別受診状況(平 成6年5月 診療分)か ら算定 した(第2表 参照)。その
4)低 所得者に対する保 険料軽減相 当鎖 を市町村が一般会計か ら繰 り入れ,そ の繰.入金の うちの半
分を国庫,残 りを都 道府 県 と.市町村が折 半負担す る制度。
5)Mat.hヒmaticaを使 ってシ ミュレー シ ョン.を行 った。
6)老 人医療 費を除外 した理由は,昭 和57年に成立 した.「老人保健法」に よって,老 人医療費全 体
を各保険者が均等に負担 するよ うになったか らであ る。 したが って,そ れ以降,国 保における老
人加入率の高さは,他 の医療保 険制度 との比較 とい う意味で は,国 保保険料(税)や 国保財政 に




若 年 者 中 年 者 高 年 者





























平 均 5,ヨ75.2 平 均 9,566.2 平 均 23,07ユ.75
出典:資 料[2]よ り作成
際,各 年齢 階層 に属す る被保険者が一様 に分布 してい るもの と仮定 して計算 し
た。そ の結果,各 年齢 階層別.....一人 当 たり年 間医療 費はそ.れそれ,64,502円,
114,794円,276,849円(小数点以下切 り捨 て)と なった。 これを見 ただけで も,
国保 医療 費が被保 険者 の年齢構成 によって大 きな影響 を受 けている ことが分か
る。
被保 険者 の所得分布 について は,ま ず,被 保 険者全体 を世帯主 と被扶養者 に
分 け,前 者 をさらに,低 所得者,中 所 得者,高 所得者 に区別 した。各階層 の所
得範 囲 としては,地 方税の課税所 得 を参考 に して7】,年間課税所得が160万円以
下 を低所 得者,160万円超550万円以下を 中所得者,55⑪万円超 を高所得者 と し
て設定 した。 そ して,各 所得階層 に属 す る被保 険者が一様 に分布 してい る もの
と仮定 して算定 した平均 所得を,.各所得 階層 の基準所得 とした。その結果,各
所得 階層 の基準所得をそれぞれ,80万円,355万円,1⑪00万円 とした。
被扶養者 については,そ れが どの所得階層世帯 に属す るのか特定化す るのが
困難 なため,当 該.市町村 国保 全体 の平均世帯構成人数 を各所得階層別の世帯構
成.人数 として も採 用 した。具体 的には,国 保 全体の平均 世帯構成 人数が2.5人
ならば,ど の所得 階層 に属す るか に関わ らず一世帯当た りの被保 険者数は2.5














課税総額を計算 し直せば,そ れは一般被保険者に係る医療費総額か ら一部負担
金を控除した額の50/100となる。 これは,単 に国庫補助率を差 し引いたもの
と等 しい。
したがって,任意給付費や保健施設運営費を無視 したときの,市 町村国保が






こうして得だ金額 、Pを保険料(税 〉によ6て徴収する訳であるが,そ の徴
収方法には 「応能割」と 「応益割」という二つの方法がある。前者はさらに,
「資産割」 と 「所得割」に,後者は 「被保険者均等割」 と 「世帯別平等割」に
細分される。保険料徴収で問題となるのは,応 能割 と応益割の比率をどのくら
いに設定するのかという点である。これによって,所得階層別の保険料に格差




以 ドでは,そ のような政策決定変数である応能,応益割.合をまず,各 国保保
国民健康保険制度に関する経済分析(1}.(89)89
険著 聞で一定(双 方 と も50%)として分析 を行 い,そ の後,そ の比率 を変化 さ
せ て分析 を行 った。 また,低 所得者に対する保 険料軽減措置 につ いては,本 来
な ら各 国保保険者が個別1こ決め るべ きところを,過 度に複雑 になるのを避 ける
ために,低 所得世帯一律 に保険料の応益負担部分につ き5⑪%軽減 と仮定 して分
析 を行 った。
以上 のよ うに,こ のシ ミュレー シ ョン分析で要 となるパ ラメー ターは,当 該
国保 の年齢構成 と所得構成 となってい る。次節でば,百 分率で表 わされる この
.二大パ ラメー ター,年 齢構成割合 および所得構成割合の どち らか一方または双
方が,1%変 化 した ときに,国 保保険料 にその影響が どれだけ反映され,ま た,



















若 年 者 40 35 30 25 20 15
構 成 比 率(%) 中 年 者 30 30 30 30 30 30
高 年 者 30 35 40 45 50 55
低所得世帯 o 3,122 6,225 9,338 12145115,563
保険料増加額(円) 中所得世帯 0 8,151 16,303;24,455 32,60740,758
高所得世帯 0 14,52329,046.43,569 58,09272,615
第4表 所得構成比率の相違による世帯別保険料変化
若 年 者 5 10 15 2025 30
構 成 比 率(%) 中 年 者 75 70 65 60…55 50
高 年 者 20 2⑪ 20 20.20 20
低所得世帯 o 321 622 1,0251,412 1,826
保険料増加額(円) 中所得世帯 Q 1,425 2,939 4,5506,268 8,103
高所得世帯 0 4,015 8,280 ユ2,818…17.657 22,827
所得構成変動効果よりも保険料上昇圧力が強 くなつセいる。..
また,国保制度が所得分配に与える効果を見るために,所得に対する国保保
険料負担率を調べてみた。第5表 および第6表 に示すように,応 能率50%の.ド
での世帯別保険料負担は,税金の場合のような累進性が認められないどころか,






























































若 年 者 5 ユ0 15 20 25 30
構 成 比 率(%) 中 年 者 75 70 65 6〔} 55 50
高 年 者 20 20 20 20 20 20
一...r一...一 τ...
. ...一...
低所得世帯 5.25 5.29 5.33 5.37 5.42 5.47
保険料負担率(%〕 中所得世布 3.09 .3.13 3.18 3.22 3.27 3.32
高所得世帯 1.96 .2.00 2.04 2.08 2.13 2.18
第7表 応能率の相違による世帯別保険料負担の変化



































2.66%に収束 してい くことが分かる。その値に収束する過程で,低 所得世帯と
中所得世帯では負担率の低減が見 られ,高 所得世帯のみに負担率の上昇が見 ら















得世帯の高割合 という問題に対処 して きた歴史がある。前.者については,昭和
57年成立の 「老人保健法」によって老人医療費を国保から分離 して処理するこ






しか しながら,そのような対策を講 じても尚,国保が他の医療保険制度 と比
べて高齢化問題 と低所得者問題の両面で不利な状況にあることが間違いないの







こでつ ぎに,国 保制 度改 革の具体案 につい て検討 してみたい。
(93)93
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